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温暖化の対策が 
めざすも の （1） 
気候変動枠組条約と 「 安定化濃度 」 

気候変動枠組条約は 、 1992年 5月に国連で採択され 、 同年の 
国連環境開発会議開催期間中に 、 日本を含む 155カ国が署名し 
ました 。 この条約は 、 温暖化を防止することに同意した世界各国 
が、 具体的な取組に向けて話し合い 、 協力を推進するよりどころ 
となっています 。 
条約では 、 温暖化を引き起こす温室効果ガスが大気中にどのく 

らいまでの量なら 、 温暖化の影響が危険なレベルにならずにすむ 
かを考え 、 左のような “ 究極の目的 ” を掲げています 。 

安定化濃度とは？ 

「 温室効果ガス濃度を安定化させること 」 とは 、 地球全体の温室効果ガスの排出量と吸収量のバランスがとれ 
る状態 、 といえます 。 温室効果ガスの濃度は 、 産業革命以前は 280ppm程度でしたが 、 現在は 370ppm程度と 
なっています 。 これから目指す 「 安定化 」 のレベルが 、 たとえば 、 昔の倍程度である 550ppm程度でよいのか 、 
あるいはそれ以上なのかといった点が重要となります 。 
また 、 条約では 、 そのようなレベルの達成にあたっては 、 生態系が気候変動に自然に適応し 、 食料の生産が脅 

かされず 、 かつ 、 経済開発が持続可能な形で進められる期間内で達成されるべきとしています 。 つまり 、 どれく 
らいの速さで安定化させるべきかという点も重要となります 。 
「 安定化 」 させることは簡単なことではありませんが 、 私たちの取組によって温暖化の影響が危険なレベルに 

ならないようにすることもできるのです 。 

「 気 候 系 に 対 し て 危 険 な 人 為 的 干 渉 を 
及 ぼ す こ と と な ら な い 水 準 に お い て 、 
大 気 中 の 温 室 効 果 ガ ス の 濃 度 を 安 定 化 
させること」を究極の目的とする。  

 

国連気候変動枠組条約の目的 
 

1,000ppm
750ppm
550ppm
370ppm

280ppm 現在年に32億t 
  (1.5ppm)増加 
 
大気蓄積量 
 7,300億t

自然吸収量 
 年 31億t

人為排出量 
 年 63億t

危険なレベル・早さは 
 どのあたりか？ 
 

危険なレベルになる前に、  
 あるレベルに止めるには、  
 どのような早さで栓を 

 閉めるのがいいのか？ 
 

いずれにしても 
 安定化のためには、  

 排出速度＝吸収速度 にする、 
 即ち今より絞る必要がある。 
 

温室効果ガス濃度安定化のためには、  
 排出量をいつかは吸収量と同じ量にまで 

 減らさなければならない 
 

■ 気候変動枠組条約における「安定化濃度」とは？ （ 文献 20より作成 ） 
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■ 様々な安定化水準に対応する世界の二酸化炭素排出量の 
変化 （ 文献 20より ） 

温暖化の対策が 
めざすも の （2） 
安定化濃度達成のための削減量──目指すところは？ 

影響の閾値 

安定化状態における世界の温室効果ガス排出量  
 

安 定 化 濃 度  
 （ ppm）  

 

平 衡 に 達 し た 時 の 気 温 上 昇 幅  
 （ 括 弧 内 ： 平 均 値 ） ※ 1

2300年 に お け る 世 界 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量  
 

安 定 化 す る 時 期 と CO2累 積 排 出 量  
 

年 間 排 出 量  
 （ 炭 素 換 算 ト ン ）  
 

2000年 総 排 出 量  
 （ 炭 素 換 算 80億 ト ン ） 比  
 

お お む ね  
 安 定 化 す る 年  
 

21世 紀 の 累 積 排 出 量  
 （ 炭 素 換 算 ト ン ）  

 
450   1.5  ～  4  ℃  （2.5℃）  

 
  2  ～  5  ℃  （3.5℃）  

 
  2.5  ～  6  ℃  （4℃）  

 
  3  ～  7  ℃  （4.5℃）  

 
  3.5  ～  8.5  ℃  （6℃）  

 

14億 
 

18％ 
 

2090年 
 

5,500億 
 550 20億 

 
25％ 
 

2150年 
 

8,600億 
 650 26億 

 
33％ 
 

2200年 
 

10,500億 
 750 34億 

 
43％ 
 

2250年 
 

11,600億 
 1,000 40億 

 
50％ 
 

2375年 
 

12,600億 
 

※ 2 ※ 1

※１： IPCC第３次評価報告書より抜粋。  
 ※２：国立環境研究所（MAGICC：簡易炭素循環モデル）による計算結果。温室効果ガス排出量については、化石燃料からの CO2排出量・土地利用変化による 

CO2及び non-CO2の効果を含む。なお、1,000ppmの場合の排出量については IPCC第３次評価報告書の図より推計した。  

さまざまな分野における影響の閾値 （文献21より） 
 

脆 弱 な 分 野  
 

対 象 、 シ ス テ ム  
 

閾 　 値  
 

自 然 生 態 系  
 

高 山 植 生  
 マ ン グ ロ ー ブ  

 

0～ 2℃ で 生 息 域 縮 小  
 海 面 上 昇 約 50cm/100年 で 沈 水  

 

海 洋 環 境  
 

サ ン ゴ 礁  
 

1～ 2℃ 水 温 上 昇 に よ り 白 化 現 象  
 海 面 上 昇 40cm/100年 で 沈 水  
 

人 間 の 健 康  
 

高 齢 者 （ 65歳 以 上 ）  
 

日 最 高 気 温 が 33～ 35℃ を 越 え る と  
 死 亡 率 増 （ 地 域 に よ り 変 化 ）  

 

沿 岸 域 イ ン フ ラ 、  
 社 会 シ ス テ ム  

 

砂 浜  
  

 港 湾 ・ 海 岸 施 設  
 

30cmの 海 面 上 昇 で 56.6％ 、 1mで  
 90.3％ の 砂 浜 減 少  

 1mの 海 面 上 昇 で 対 策 費 11.5兆 円  
 

経 済 シ ス テ ム ※  各 国 経 済  
 電 力  

 

2～ 3℃ 以 上 で 悪 影 響  
 夏 期 1℃ 上 昇 で 500万 kWの 電 力 需 要 増 加  

 

農 林 水 産 業  
 

稲  
 

開 花 時 35℃ を 越 え る と 高 温 障 害  
 

※ 0～ 2, 3℃ で は 分 野 、 地 域 に よ り 便 益 が あ る 。  

どのくらいの濃度で安定化させれば大丈夫か 、 どのく 
らいの濃度で 、 どのような影響がどこに生じるのか 、 な 
どについては 、 さまざまな研究がなされているものの 、 
まだ確固たる答えは出ていません 。 
IPCCでは 、 いくつかの安定化濃度に至るシナリオを 

作成しています 。 シナリオは様々に描くことができます 
が 、 右図に示されるような 450ppm～ 1,000ppmのど 
のような安定化水準を想定しても 、 温室効果ガスの大幅 
な削減 （ 50～ 80%） が必要となります 。 
例えば 、 550ppmでは 、 2030年以降世界の排出量 

を減少基調にして 、 現在の排出量より大幅に削減してい 
く必要があります 。 
また 、 削減対策によって排出が抑制されたとしても 、 

どうしても生じてしまう温暖化の影響に対しては 、 適応 
策の取組が必要となります 。 

気温上昇 、 海面上昇がどれほどまでな 
ら 、 生態系や人間社会が耐えられるの 
か－こうした温暖化の影響に関する限界 
的な値 （ 閾値 ） に関する研究も進みつつ 
あります 。 
例えば 、 サンゴ礁は 、 海水温が１℃上 

昇すると白化現象が生じ 、 死滅する可能 
性があります 。 また 、 地域により異なり 
ますが 、 日最高気温が 33～ 35℃を超え 
ると死亡率が増加するといわれています 。 


